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●複合型継続教室・健幸長寿学のすすめ
　運動を中心として、認知症予防・栄養改善・お口の健康・うつ予防などの介護予防に関する知識・
技術を幅広く学ぶ継続教室です。複合的な学びを通して、より効果的な介護予防活動に向けた実践力の
獲得を目指します。

継続教室

●運動機能向上講座
　筋力向上や転倒予防など、運動機能向上を図るための講座と実技指導を行います。
　転倒に関する５項目（バランス能力や歩行筋力などの項目）の測定も行っています。

●認知症予防講座
　認知症に関する基礎知識や予防方法を学びます。
　画像と音声に沿って脳の健康度を測定するテストも行っています。

単発講座

●栄養改善・うつ予防・口腔機能向上等講座
　高齢期に必要な栄養・食事、こころの健康づくり・うつ予防、正しいお口のケアやトレーニング方法
などについて学びます。

介 護 予 防 普 及 啓 発 事 業
★開催日時等は、市政だよりやコミュニティセンターだよりなどでお知らせします。

★団体からの申し込みに応じて、専門職が出向きます。

地 域 介 護 予 防 活 動 支 援 事 業
●通いの場支援事業
　市内に３００か所以上の「通いの場」があります。
　「通いの場」とは、地域で自主的に介護予防の活動を行っている団体（はつらつサークル・はつらつ広
場）です。
　長岡市では、立ち上げや運営の相談、介護予防に係る講師の派遣を行っています。

介護予防を地域に広め、活動を支援するための住民サポーターです。所定の
研修を修了し、地域のサークルの立ち上げや運営、市主催の介護予防事業等
で活躍します。

●介護予防サポーター「転ばん隊」養成・派遣事業
「転ばん隊」とは…

★参加してみたい方はぜひ健康増進課（☎3９－７５０８）までご連絡ください！
　ご自宅近くのはつらつサークルや、はつらつ広場をご紹介します。

●ご当地体操
　長岡大花火音頭に合わせて足腰を鍛える…… 「ハッピー体操」
　全身をバランスよく動かすことができる……… 「ながおか元気体操」
★２つのご当地体操を地域の集まりや自宅での運動として、ぜひご活用ください。
　ＣＤの貸出・資料の配布や指導員による体操指導を行っています。

「ながおか元気体操」ホームページの二次元コードはこちらです。▶

「通いの場（はつらつサークル・はつらつ広場）」
ホームページの二次元コードはこちらです▶

自己
負担

（１０割）

超えた分

7 サービスにかかる費用と利用者負担の軽減

　在宅サービス・介護予防サービスは要介護度（要介護状態区分）ごとに利用できる限度
額が決められています。限度額を超えてサービスを利用するときは、超えた分が全額自己負
担となります。

サービス費用

介護保険給付
９割～７割

利用者
負担

１割～３割

在宅サービス・介護予防サービスを利用した場合

要支援１・事業対象者

要支援２

支給限度額（１か月）

介護保険給付
９割～７割

サービス費用要介護状態区分 支給限度額（１か月）

支給限度額の中に含まれない
サービスもあります。

■福祉用具購入費の支給
　１年間１０万円まで
■居宅療養管理指導 など

■住宅改修費の支給
　２０万円まで

　サービスを利用した場合、原則として費用の
１割～３割を利用者が負担して、９割～７割が
介護保険から給付されます。

要介護認定を受けている人、基本チェックリストに該当した
人には、毎年７月に「介護保険負担割合証」が届きます！
●介護サービスを利用する際は、必ず、介護保険被保険者証とあわせてケアマネ
ジャーとサービス事業者や施設に「介護保険負担割合証」を提示してください。

　※サービス・活動事業を利用する時も同様です。

50,320円

105,310円

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

167,650円

197,050円

270,480円

309,380円

362,170円

利用者
負担

１割～３割

※デイサービスなどの日帰りで施設に通うサービス、小規模多機能型居宅介護などの通い・泊まり・訪問を組み合
わせて利用するサービス、グループホームなどの住まいを移して利用するサービスでは、このほかに食事や泊まり
等の費用が自己負担となります。詳しくは、各施設へ確認してください。

◆利用者負担の割合

※１　収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金額で
す。合計所得金額に給与所得または公的年金等に係る雑所得が含まれている場合は、給与所得及び公的年金等に係る雑所
得の合計額から１０万円を控除した金額を用います。また、土地売却等に係る特別控除額がある場合は、合計所得金額から長
期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額を控除した金額を用います。

※２　合計所得金額から公的年金等に係る雑所得を控除した金額のことです。その他の合計所得金額に給与所得が含まれている
場合は、給与所得から１０万円を控除した金額を用います。

介護保険サービスの自己負担割合は、所得の状況などによって、１割、２割、３割のいずれかになります。

負担割合判定の流れ

はいいいえ

いいえ

■自己負担割合の判断基準
３割負担

２割負担

１割負担

年金収入＋その他の合計所得金額※２が
・単身で３４０万円以上　または
・６５歳以上の方が２人以上いる世帯で４６３万円以上

年金収入＋その他の合計所得金額が
・単身で２８０万円以上　または
・６５歳以上の方が２人以上いる世帯で３４６万円以上

65
歳
以
上
で
本
人
が

住
民
税
を
課
税
さ
れ
て
い
る

本
人
の

合
計
所
得
金
額
※１

が

２２０万円以上

１６０万円未満

１６０万円以上
２２０万円未満

は
い

はい

い
い
え
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特定入所者介護サービス費の支給制度（負担限度額認定）

　対象者の要件に当てはまる人は、申請するとサービスに
かかる利用者負担の一部が軽減されます。

次のすべての要件に該当する人および生活保護受給者
①世帯全員が住民税非課税であること
②年間収入が単身世帯で１５０万円、世帯員が１人増えるごとに５０万円を加算し
た額以下であること（仕送りや非課税収入を含む。）
③預貯金等の額が単身世帯で３５０万円、世帯員が１人増えるごとに１００万円を
加算した額以下であること
④日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと
⑤負担能力のある親族等に扶養されていないこと（同居、別居を問わない。）
⑥保険料を滞納していないこと

社会福祉法人などが実施する一部
の介護保険サービスの利用者負
担額の１００分の２５を軽減します。
（老齢福祉年金受給者は１００分
の５０）
※生活保護受給者については、施
設サービスの個室居住費にか
かる利用者負担額全額を軽減
します。

対　象　者 軽　減　内　容

社会福祉法人等利用者負担額軽減制度

申請が
必要です

施設に入所するサービス（特別養護老人ホーム・介護老人保健施設・介護医療院）
やショートステイを利用した場合、どのような費用が掛かるのですか？

　施設に入所したときや、ショートステイを利用したときは、施設サービス費用の１割～３割の利用者負担
と食費、居住費、日常生活費が自己負担となります。

＋

利用者
負担

１割～３割

食費 居住費（滞在費） 日常生活費

＋ ＋

※利用者負担額が上限額を超えた場合、高額介護サービス費として市から払い戻します。

利用者負担
段階区分

居住費等

従来型個室 多床室

食費

■負担限度額（１日）

ユニット型個室 ユニット型
個室的多床室 老健・

医療院等
特養等 特養等

第１段階 ３００円
【３００円】０円０円０円３８０円５５０円５５０円８８０円

第２段階 ４３０円４３０円４３０円４８０円５５０円５５０円８８０円 ３９０円
【６００円】

第３段階① ４３０円４３０円４３０円８８０円１,３７０円１,３７０円１,３７０円 ６８０円
【１,０３０円】

第３段階② ５３０円５３０円４３０円９８０円１,４７０円１,４７０円１,４７０円 １,４２０円
【１,３６０円】

施設サービス
【短期入所
 サービス】

老健・医療院等
（室料を徴収
  しない場合）

老健・医療院
（室料を徴収
  する場合）

申請にあたっては、申請書のほか、預貯金が確認できる次の書類などをご用意ください。
・預貯金（普通・定期・積立）……通帳等の写し（銀行名・支店名・名義・申請日時点の最終残高がわかる部分）
・有価証券等（株式・国債・出資金など）……証券会社や銀行の口座残高の写し、出資金額がわかるものなど
・負債（借入金・住宅ローンなど）……借用書など

負担限度額認定申請に必要なもの負担限度額認定申請に必要なもの

　介護保険施設やショートステイを利用する人で、所得が低い人などは、申請し
て認められた場合、「介護保険負担限度額認定証」により、居住費等・食費の負
担が軽減されます。

申請が
必要です

利用者負担
段階区分

対象者
預貯金の額（夫婦の場合）

要件なし
第１段階

生活保護の受給者

◆第２号被保険者は段階に関わらず預貯金等が１,０００万円（夫婦の場合２,０００万円）以下であることが条件となります。
※１　別世帯の配偶者や内縁関係の人を含みます。
※２　収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金額です。ここから公的年金等に

係る雑所得を控除した金額を用います。合計所得金額に給与所得が含まれている場合は、給与所得から１０万円を控除した金額を用います。また、土地
売却等に係る特別控除額がある場合は、長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額を控除した金額を用います。

１,０００万円（２,０００万円）以下

■利用者負担段階区分と対象者

第２段階

本人および世帯全員（※１）が住民税非課税で、老齢福祉年金の受給者

６５０万円（１,６５０万円）以下本人および世帯全員（※１）が住民税非課税で、合計所得金額（※２）＋
課税年金収入額＋非課税年金収入額が８2.65万円以下の人

５００万円（１,５００万円）以下本人および世帯全員（※１）が住民税非課税で、合計所得金額（※２）＋
課税年金収入額＋非課税年金収入額が１２０万円超の人

第３段階①

第３段階②

５５０万円（１,５５０万円）以下本人および世帯全員（※１）が住民税非課税で、合計所得金額（※２）＋
課税年金収入額＋非課税年金収入額が８2.65万円超１２０万円以下の人

居住費等

ユニット型
個室的多床室ユニット型個室

多床室従来型個室

１,５４５円１,７２８円 １,７２８円 １,231円 ４３７円 ６９７円 ９１５円2,０６６円

食費

※施設との契約により決まり、居室の種類や施設により異なります。世帯に住民税を課税されている人がいる場合は、上表の金額が標
準的な費用となります。
※施設の設定した居住費（滞在費）・食費が限度額を下回る場合は、施設の設定した金額が基準となります。

老健・

医療院等
特養等 特養等

老健・医療院等

■国が定める居住費等・食費の基準費用額（１日）

（室料を徴収
  しない場合）

老健・医療院
（室料を徴収
  する場合）

Q

A

&
介護保険

Q A
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特定入所者介護サービス費の支給制度（負担限度額認定）

　対象者の要件に当てはまる人は、申請するとサービスに
かかる利用者負担の一部が軽減されます。

次のすべての要件に該当する人および生活保護受給者
①世帯全員が住民税非課税であること
②年間収入が単身世帯で１５０万円、世帯員が１人増えるごとに５０万円を加算し
た額以下であること（仕送りや非課税収入を含む。）
③預貯金等の額が単身世帯で３５０万円、世帯員が１人増えるごとに１００万円を
加算した額以下であること
④日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと
⑤負担能力のある親族等に扶養されていないこと（同居、別居を問わない。）
⑥保険料を滞納していないこと

社会福祉法人などが実施する一部
の介護保険サービスの利用者負
担額の１００分の２５を軽減します。
（老齢福祉年金受給者は１００分
の５０）
※生活保護受給者については、施
設サービスの個室居住費にか
かる利用者負担額全額を軽減
します。

対　象　者 軽　減　内　容

社会福祉法人等利用者負担額軽減制度

申請が
必要です

施設に入所するサービス（特別養護老人ホーム・介護老人保健施設・介護医療院）
やショートステイを利用した場合、どのような費用が掛かるのですか？

　施設に入所したときや、ショートステイを利用したときは、施設サービス費用の１割～３割の利用者負担
と食費、居住費、日常生活費が自己負担となります。

＋

利用者
負担

１割～３割

食費 居住費（滞在費） 日常生活費

＋ ＋

※利用者負担額が上限額を超えた場合、高額介護サービス費として市から払い戻します。

利用者負担
段階区分

居住費等

従来型個室 多床室

食費

■負担限度額（１日）

ユニット型個室 ユニット型
個室的多床室 老健・

医療院等
特養等 特養等

第１段階 ３００円
【３００円】０円０円０円３８０円５５０円５５０円８８０円

第２段階 ４３０円４３０円４３０円４８０円５５０円５５０円８８０円 ３９０円
【６００円】

第３段階① ４３０円４３０円４３０円８８０円１,３７０円１,３７０円１,３７０円 ６８０円
【１,０３０円】

第３段階② ５３０円５３０円４３０円９８０円１,４７０円１,４７０円１,４７０円 １,４２０円
【１,３６０円】

施設サービス
【短期入所
 サービス】

老健・医療院等
（室料を徴収
  しない場合）

老健・医療院
（室料を徴収
  する場合）

申請にあたっては、申請書のほか、預貯金が確認できる次の書類などをご用意ください。
・預貯金（普通・定期・積立）……通帳等の写し（銀行名・支店名・名義・申請日時点の最終残高がわかる部分）
・有価証券等（株式・国債・出資金など）……証券会社や銀行の口座残高の写し、出資金額がわかるものなど
・負債（借入金・住宅ローンなど）……借用書など

負担限度額認定申請に必要なもの負担限度額認定申請に必要なもの

　介護保険施設やショートステイを利用する人で、所得が低い人などは、申請し
て認められた場合、「介護保険負担限度額認定証」により、居住費等・食費の負
担が軽減されます。

申請が
必要です

利用者負担
段階区分

対象者
預貯金の額（夫婦の場合）

要件なし
第１段階

生活保護の受給者

◆第２号被保険者は段階に関わらず預貯金等が１,０００万円（夫婦の場合２,０００万円）以下であることが条件となります。
※１　別世帯の配偶者や内縁関係の人を含みます。
※２　収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金額です。ここから公的年金等に

係る雑所得を控除した金額を用います。合計所得金額に給与所得が含まれている場合は、給与所得から１０万円を控除した金額を用います。また、土地
売却等に係る特別控除額がある場合は、長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額を控除した金額を用います。

１,０００万円（２,０００万円）以下

■利用者負担段階区分と対象者

第２段階

本人および世帯全員（※１）が住民税非課税で、老齢福祉年金の受給者

６５０万円（１,６５０万円）以下本人および世帯全員（※１）が住民税非課税で、合計所得金額（※２）＋
課税年金収入額＋非課税年金収入額が８2.65万円以下の人

５００万円（１,５００万円）以下本人および世帯全員（※１）が住民税非課税で、合計所得金額（※２）＋
課税年金収入額＋非課税年金収入額が１２０万円超の人

第３段階①

第３段階②

５５０万円（１,５５０万円）以下本人および世帯全員（※１）が住民税非課税で、合計所得金額（※２）＋
課税年金収入額＋非課税年金収入額が８2.65万円超１２０万円以下の人

居住費等

ユニット型
個室的多床室ユニット型個室

多床室従来型個室

１,５４５円１,７２８円 １,７２８円 １,231円 ４３７円 ６９７円 ９１５円2,０６６円

食費

※施設との契約により決まり、居室の種類や施設により異なります。世帯に住民税を課税されている人がいる場合は、上表の金額が標
準的な費用となります。
※施設の設定した居住費（滞在費）・食費が限度額を下回る場合は、施設の設定した金額が基準となります。

老健・

医療院等
特養等 特養等

老健・医療院等

■国が定める居住費等・食費の基準費用額（１日）

（室料を徴収
  しない場合）

老健・医療院
（室料を徴収
  する場合）

Q

A

&
介護保険

Q A
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特定入所者介護サービス費の支給制度（負担限度額認定）

　対象者の要件に当てはまる人は、申請するとサービスに
かかる利用者負担の一部が軽減されます。

次のすべての要件に該当する人および生活保護受給者
①世帯全員が住民税非課税であること
②年間収入が単身世帯で１５０万円、世帯員が１人増えるごとに５０万円を加算し
た額以下であること（仕送りや非課税収入を含む。）
③預貯金等の額が単身世帯で３５０万円、世帯員が１人増えるごとに１００万円を
加算した額以下であること
④日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと
⑤負担能力のある親族等に扶養されていないこと（同居、別居を問わない。）
⑥保険料を滞納していないこと

社会福祉法人などが実施する一部
の介護保険サービスの利用者負
担額の１００分の２５を軽減します。
（老齢福祉年金受給者は１００分
の５０）
※生活保護受給者については、施
設サービスの個室居住費にか
かる利用者負担額全額を軽減
します。

対　象　者 軽　減　内　容

社会福祉法人等利用者負担額軽減制度

申請が
必要です

施設に入所するサービス（特別養護老人ホーム・介護老人保健施設・介護医療院）
やショートステイを利用した場合、どのような費用が掛かるのですか？

　施設に入所したときや、ショートステイを利用したときは、施設サービス費用の１割～３割の利用者負担
と食費、居住費、日常生活費が自己負担となります。

＋

利用者
負担

１割～３割

食費 居住費（滞在費） 日常生活費

＋ ＋

※利用者負担額が上限額を超えた場合、高額介護サービス費として市から払い戻します。

利用者負担
段階区分

居住費等

従来型個室 多床室

食費

■負担限度額（１日）

ユニット型個室 ユニット型
個室的多床室 老健・

医療院等
特養等 特養等

第１段階 ３００円
【３００円】０円０円０円３８０円５５０円５５０円８８０円

第２段階 ４３０円４３０円４３０円４８０円５５０円５５０円８８０円 ３９０円
【６００円】

第３段階① ４３０円４３０円４３０円８８０円１,３７０円１,３７０円１,３７０円 ６８０円
【１,０３０円】

第３段階② ５３０円５３０円４３０円９８０円１,４７０円１,４７０円１,４７０円 １,４２０円
【１,３６０円】

施設サービス
【短期入所
 サービス】

老健・医療院等
（室料を徴収
  しない場合）

老健・医療院
（室料を徴収
  する場合）

申請にあたっては、申請書のほか、預貯金が確認できる次の書類などをご用意ください。
・預貯金（普通・定期・積立）……通帳等の写し（銀行名・支店名・名義・申請日時点の最終残高がわかる部分）
・有価証券等（株式・国債・出資金など）……証券会社や銀行の口座残高の写し、出資金額がわかるものなど
・負債（借入金・住宅ローンなど）……借用書など

負担限度額認定申請に必要なもの負担限度額認定申請に必要なもの

　介護保険施設やショートステイを利用する人で、所得が低い人などは、申請し
て認められた場合、「介護保険負担限度額認定証」により、居住費等・食費の負
担が軽減されます。

申請が
必要です

利用者負担
段階区分

対象者
預貯金の額（夫婦の場合）

要件なし
第１段階

生活保護の受給者

◆第２号被保険者は段階に関わらず預貯金等が１,０００万円（夫婦の場合２,０００万円）以下であることが条件となります。
※１　別世帯の配偶者や内縁関係の人を含みます。
※２　収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金額です。ここから公的年金等に

係る雑所得を控除した金額を用います。合計所得金額に給与所得が含まれている場合は、給与所得から１０万円を控除した金額を用います。また、土地
売却等に係る特別控除額がある場合は、長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額を控除した金額を用います。

１,０００万円（２,０００万円）以下

■利用者負担段階区分と対象者

第２段階

本人および世帯全員（※１）が住民税非課税で、老齢福祉年金の受給者

６５０万円（１,６５０万円）以下本人および世帯全員（※１）が住民税非課税で、合計所得金額（※２）＋
課税年金収入額＋非課税年金収入額が８2.65万円以下の人

５００万円（１,５００万円）以下本人および世帯全員（※１）が住民税非課税で、合計所得金額（※２）＋
課税年金収入額＋非課税年金収入額が１２０万円超の人

第３段階①

第３段階②

５５０万円（１,５５０万円）以下本人および世帯全員（※１）が住民税非課税で、合計所得金額（※２）＋
課税年金収入額＋非課税年金収入額が８2.65万円超１２０万円以下の人

居住費等

ユニット型
個室的多床室ユニット型個室

多床室従来型個室

１,５４５円１,７２８円 １,７２８円 １,231円 ４３７円 ６９７円 ９１５円2,０６６円

食費

※施設との契約により決まり、居室の種類や施設により異なります。世帯に住民税を課税されている人がいる場合は、上表の金額が標
準的な費用となります。
※施設の設定した居住費（滞在費）・食費が限度額を下回る場合は、施設の設定した金額が基準となります。

老健・

医療院等
特養等 特養等

老健・医療院等

■国が定める居住費等・食費の基準費用額（１日）

（室料を徴収
  しない場合）

老健・医療院
（室料を徴収
  する場合）

Q

A

&
介護保険

Q A
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　１か月のサービス費用の利用者負担額が下表の上限額を超えたとき、超えた分が払い戻
されます。対象となる人には、申請の案内をお送りします。

高額介護サービス費の支給制度

利用者負担の上限額（１か月）※同じ世帯に複数の利用者（総合事業利用者を含みます）がいる場合は
　その利用者負担額を合計します。

対象者に
お知らせ
します

　同じ医療保険（後期高齢者医療保険・国民健康保険・被用者保険）の世帯内で、医療費
と介護サービス費の自己負担額を合算して、下表の限度額を超えたとき、超えた分が払い戻
されます。
　対象となる人で、国民健康保険か後期高齢者医療制度に加入し計算期間（８月１日～翌年
７月３１日）に市内に居住している人には、申請の案内をお送りします。

・限度額（年額）

高額医療・高額介護合算制度

現役並み所得者
（上位所得者）

一　　般

住民税非課税世帯

２１２万円

１４１万円

６７万円

５６万円

３１万円

１９万円

後期高齢者医療制度
＋介護保険

（７５歳以上の人）

国民健康保険
＋介護保険

（７０歳～７４歳の人）

２１２万円

１４１万円

３４万円

６７万円

６０万円

国民健康保険
＋介護保険

（７０歳未満の人）

所　得

課
税
所
得

対象者に
お知らせ
します

６９０万円以上 ９０１万円超

２１０万円以下

住民税非課税世帯

１４５万円未満

区分Ⅱ

区分Ⅰ

３８０万円以上
６９０万円未満

６００万円超
９０１万円以下

２１０万円超
６００万円以下

１４５万円以上
３８０万円未満

基礎控除後の
総所得金額等

利用者負担区分 上限額（月額）

９３,０００円

１４０,１００円

４４,4００円

●一般（住民税課税世帯で、上記３区分に該当しない場合） ４４,４００円

●住民税非課税世帯等 ２４,６００円

●課税年金収入額＋その他の合計所得金額が８２.６５万円以下の人
●老齢福祉年金の受給者

●生活保護の受給者
●利用者負担を１５,０００円に減額することで生活保護の受給者とならない場合

１５,０００円
１５,０００円

●課税所得約６９０万円以上

●課税所得約３８０万円以上約６９０万円未満

●課税所得約１４５万円以上約３８０万円未満

住民税課税世帯で、右記に該当
する６５歳以上の人が世帯にい
る場合

世帯

世帯

世帯

世帯

世帯世帯

世帯

１５,０００円個人

個人

8 保険料の決まり方と納め方

＝× 基準額（年額）
７５，６９６円

６５歳以上の人の
負担割合２3％

●第９期（令和６年度～令和８年度）の保険料

第１段 階 基準額×０.２８５ 2１,６００円

基準額×０.４８５ ３６,７００円

基準額×０.６８５ ５１,９００円

基準額×０.８５ ６４,３００円

基準額×１.００ ７５,７００円

基準額×１.１５ ８７,１００円

基準額×１.２０ ９０,８００円

基準額×１.３０ ９８,４００円

基準額×１.５０ １1３,５００円

基準額×１.７０ １2８,７００円

基準額×１.９０ １４３,８００円

保険料段階 年間保険料額（１００円未満四捨五入）保 険 料 段 階 区 分

第２段 階

第３段 階

第４段 階

第５段 階

第６段 階

第７段 階

第８段 階

第９段 階

第１０段階

第１１段階

※「課税年金収入額」とは、老齢基礎年金、厚生年金、共済年金などの公的年金等の収入金額をいいます。
※「合計所得金額」とは、税法上の用語で収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額で、所得控除（扶養控除、医療費控除等）、特別控除、
譲渡損失等の繰越控除前の金額をいいます。ただし、介護保険料の段階判定においては、【合計所得金額－土地建物の譲渡所得特別控除額－公的
年金等に係る雑所得（住民税非課税者のみ）】の金額から判定します。
※令和７年度税制改正の影響により、令和８年度の住民税の合計所得金額とは異なる場合や、住民税が非課税であっても介護保険料の保険料段階の
判定上は課税とみなす場合があります。

・生活保護受給者
・老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民税非課税
・世帯全員が住民税非課税で本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合
計額が８２.６５万円以下

本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合計額が８2.６５万円超
１２０万円以下

本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合計額が１２０万円超

本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合計額が８2.６５万円以下

本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合計額が８2.６５万円超

本人の「合計所得金額」が８０万円未満

本人の「合計所得金額」が８０万円以上１２５万円未満

本人の「合計所得金額」が１２５万円以上２００万円未満

本人の「合計所得金額」が２００万円以上２５０万円未満

本人の「合計所得金額」が２５０万円以上３５０万円未満

本人の「合計所得金額」が３５０万円以上５００万円未満

基準額×２.１０ １５９,０００円第１２段階 本人の「合計所得金額」が５００万円以上６００万円未満

基準額×２.３０ １７４,１００円第１３段階 本人の「合計所得金額」が６００万円以上８００万円未満

基準額×２.５０ １８９,２００円第１４段階 本人の「合計所得金額」が８００万円以上

●保険料は基準額をもとに決められます
　６５歳以上の人の保険料は、市町村ごとの被保険者が利用するサービスにかかる費用などから算出さ
れた「基準額」をもとに、みなさんの所得などに応じて決まります。
　保険料額は、本人と世帯員の住民税課税状況や本人の前年中の所得などに応じて、段階別に決めら
れ、長岡市の場合は１４段階に分かれています。

65歳以上の人の保険料の決まり方

世帯全員が
住民税非課税

本人が
住民税課税

本人が
住民税非課税で
世帯員が
住民税課税

÷
基準額の決まり方

サービスにかかる
費用

６５歳以上の
人数
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　１か月のサービス費用の利用者負担額が下表の上限額を超えたとき、超えた分が払い戻
されます。対象となる人には、申請の案内をお送りします。

高額介護サービス費の支給制度

利用者負担の上限額（１か月）※同じ世帯に複数の利用者（総合事業利用者を含みます）がいる場合は
　その利用者負担額を合計します。

対象者に
お知らせ
します

　同じ医療保険（後期高齢者医療保険・国民健康保険・被用者保険）の世帯内で、医療費
と介護サービス費の自己負担額を合算して、下表の限度額を超えたとき、超えた分が払い戻
されます。
　対象となる人で、国民健康保険か後期高齢者医療制度に加入し計算期間（８月１日～翌年
７月３１日）に市内に居住している人には、申請の案内をお送りします。

・限度額（年額）

高額医療・高額介護合算制度

現役並み所得者
（上位所得者）

一　　般

住民税非課税世帯

２１２万円

１４１万円

６７万円

５６万円

３１万円

１９万円

後期高齢者医療制度
＋介護保険

（７５歳以上の人）

国民健康保険
＋介護保険

（７０歳～７４歳の人）

２１２万円

１４１万円

３４万円

６７万円

６０万円

国民健康保険
＋介護保険

（７０歳未満の人）

所　得

課
税
所
得

対象者に
お知らせ
します

６９０万円以上 ９０１万円超

２１０万円以下

住民税非課税世帯

１４５万円未満

区分Ⅱ

区分Ⅰ

３８０万円以上
６９０万円未満

６００万円超
９０１万円以下

２１０万円超
６００万円以下

１４５万円以上
３８０万円未満

基礎控除後の
総所得金額等

利用者負担区分 上限額（月額）

９３,０００円

１４０,１００円

４４,4００円

●一般（住民税課税世帯で、上記３区分に該当しない場合） ４４,４００円

●住民税非課税世帯等 ２４,６００円

●課税年金収入額＋その他の合計所得金額が８２.６５万円以下の人
●老齢福祉年金の受給者

●生活保護の受給者
●利用者負担を１５,０００円に減額することで生活保護の受給者とならない場合

１５,０００円
１５,０００円

●課税所得約６９０万円以上

●課税所得約３８０万円以上約６９０万円未満

●課税所得約１４５万円以上約３８０万円未満

住民税課税世帯で、右記に該当
する６５歳以上の人が世帯にい
る場合

世帯

世帯

世帯

世帯

世帯世帯

世帯

１５,０００円個人

個人

8 保険料の決まり方と納め方

＝× 基準額（年額）
７５，６９６円

６５歳以上の人の
負担割合２3％

●第９期（令和６年度～令和８年度）の保険料

第１段 階 基準額×０.２８５ 2１,６００円

基準額×０.４８５ ３６,７００円

基準額×０.６８５ ５１,９００円

基準額×０.８５ ６４,３００円

基準額×１.００ ７５,７００円

基準額×１.１５ ８７,１００円

基準額×１.２０ ９０,８００円

基準額×１.３０ ９８,４００円

基準額×１.５０ １1３,５００円

基準額×１.７０ １2８,７００円

基準額×１.９０ １４３,８００円

保険料段階 年間保険料額（１００円未満四捨五入）保 険 料 段 階 区 分

第２段 階

第３段 階

第４段 階

第５段 階

第６段 階

第７段 階

第８段 階

第９段 階

第１０段階

第１１段階

※「課税年金収入額」とは、老齢基礎年金、厚生年金、共済年金などの公的年金等の収入金額をいいます。
※「合計所得金額」とは、税法上の用語で収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額で、所得控除（扶養控除、医療費控除等）、特別控除、
譲渡損失等の繰越控除前の金額をいいます。ただし、介護保険料の段階判定においては、【合計所得金額－土地建物の譲渡所得特別控除額－公的
年金等に係る雑所得（住民税非課税者のみ）】の金額から判定します。
※令和７年度税制改正の影響により、令和８年度の住民税の合計所得金額とは異なる場合や、住民税が非課税であっても介護保険料の保険料段階の
判定上は課税とみなす場合があります。

・生活保護受給者
・老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民税非課税
・世帯全員が住民税非課税で本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合
計額が８２.６５万円以下

本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合計額が８2.６５万円超
１２０万円以下

本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合計額が１２０万円超

本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合計額が８2.６５万円以下

本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合計額が８2.６５万円超

本人の「合計所得金額」が８０万円未満

本人の「合計所得金額」が８０万円以上１２５万円未満

本人の「合計所得金額」が１２５万円以上２００万円未満

本人の「合計所得金額」が２００万円以上２５０万円未満

本人の「合計所得金額」が２５０万円以上３５０万円未満

本人の「合計所得金額」が３５０万円以上５００万円未満

基準額×２.１０ １５９,０００円第１２段階 本人の「合計所得金額」が５００万円以上６００万円未満

基準額×２.３０ １７４,１００円第１３段階 本人の「合計所得金額」が６００万円以上８００万円未満

基準額×２.５０ １８９,２００円第１４段階 本人の「合計所得金額」が８００万円以上

●保険料は基準額をもとに決められます
　６５歳以上の人の保険料は、市町村ごとの被保険者が利用するサービスにかかる費用などから算出さ
れた「基準額」をもとに、みなさんの所得などに応じて決まります。
　保険料額は、本人と世帯員の住民税課税状況や本人の前年中の所得などに応じて、段階別に決めら
れ、長岡市の場合は１４段階に分かれています。

65歳以上の人の保険料の決まり方

世帯全員が
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